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（気象庁訳）

天気 気候 水 

2025 年 12 月までの世界の観測結果に基づく 

大気中の温室効果ガスの状況 

（世界気象機関） （全球大気監視） 

WMO 温室効果ガス年報（概要）

第 22 号 | 2026 年 10 月 27 日 

要約 

WMO全球大気監視（GAW）現場観測ネットワークによる

観測結果の最新の解析によると、2025年の二酸化炭素

（CO₂）、メタン（CH₄）及び一酸化二窒素（N₂O）の地上におけ

る世界平均濃度（1)は、それぞれ426.8±0.2 ppm（2)、1948±2 

ppb（3)及び339.1±0.1 ppbとなり、過去最高値を更新した。こ

れらの値は、工業化以前（1750年以前）の水準と比較して、

それぞれ53%、167%及び26%高い水準である。二酸化炭素に

ついては、2024年から2025年にかけての増加量は、2023年

から2024年にかけて観測された異常に大きな増加量よりは

小さかったものの、過去10年間（2016～2025年）の平均年

増加量をわずかに上回った。メタンについては、2024年から

2025年にかけての増加量は、2023年から2024年にかけて

の増加量より小さく、過去10年間の平均年増加量も下回っ

た。一酸化二窒素については、2024年から2025年にかけて

の増加量は、2023年から2024年にかけての増加量と同値

で、過去10年間の平均年増加量とほぼ同程度であった。米

国海洋大気庁（NOAA）の年次温室効果ガス指数（AGGI）

[17]によると、1990年から2025年までに、長寿命の温室効

果ガス（LLGHGs）による放射強制力は56%増加しており、こ

の増加の約81%は二酸化炭素が占めている。

図 1 長寿命の温室効果ガスによる放射強制力の経年変
化と 1990 年を基準とした指標である 2026 年更新版の
NOAA 年次温室効果ガス指標（AGGI）[14]。「CFCs*」群に
は、CFC 類以外の長寿命ガス（CCl4、CH3CCl3、ハロンなど)
も含まれる。「HCFCs」群には、これらの物質の中で最も濃
度が高い 3 種類（HCFC-22、HCFC-141b、HCFC-142b)が
含まれる。「HFCs*」群には、最も濃度の高い HFC 類（HFC-
134a 、 HFC-23 、 HFC-125 、 HFC-143a 、 HFC-365mfc 、
HFC-227ea、HFC-152a）と、完全を期するため SF6を含む。 

2025年のGAW現場観測ネットワークの概要 

この WMO 温室効果ガス（GHG）年報第 22 号は、長寿命

の温室効果ガスの中で最も影響の大きい、二酸化炭素、メ

タン及び一酸化二窒素の大気中の濃度とその変化量を報

告するとともに、その他の温室効果ガスの寄与についても

概要を示す。上記の 3 種類のガスとジクロロジフルオロメタ

ン（CFC-12）及びトリクロロフルオロメタン（CFC-11）を合わ

せると、長寿命の温室効果ガスによる放射強制力全体の約

97%（4）[14]を占める（図 1）。

WMO GAW 計画は、大気中の温室効果ガス（GHGs）及

びその他の微量成分の組織的観測及び解析をとりまとめて

いる。最近10年間の温室効果ガス観測地点を図2に示す。

構成員が報告した観測データは、気象庁にある温室効果ガ

ス世界資料センター（WDCGG）が保管・配布している。

この年報で WMO WDCGG が報告する世界平均濃度及び

その増加量と NOAA が発表した結果[18]は、同じ年であっ

ても値が若干異なる。これは解析に使用される観測地点の

違い、平均値算出手法の違い、及び値が代表する期間の

若干の違いによる。WMO WDCGG は[19]と[20]に記載され

ている手法で解析を行っている。また、この年報で示した解

析結果に関する追加情報は、以下で公開されている 

https://gaw.kishou.go.jp/publications/summary_figures。 

主な 3 種の長寿命温室効果ガスの 2025 年の大気中濃

度の世界平均と、2024 年から、及び 1750 年からの濃度変

化を表に示す。 

図 2 GAW 観測ネットワークを構成する最近 10 年間の二酸
化炭素観測地点。メタンの観測ネットワークもこれと同様で
ある。一酸化二窒素及び他の長寿命温室効果ガスの現場
観測ネットワークは、はるかに密度が小さい。 
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図 4 二酸化炭素の 1984 年から 2025 年までの（a）世界平
均濃度と（b）その一年あたりの増加量。（b）の塗りつぶし棒
グラフは前年からの年平均値の濃度差。（a）の赤線は季節
変動を除いた月平均値、線で結んだ青点は月平均値を表
す。この解析に使用した観測点は 180 地点。 

 

表に示されている 3 種の温室効果ガスは人間活動と密

接に結びついており、生物圏や海洋とも強い相互作用があ

る。大気中の温室効果ガスの将来変化を予測するには、そ

の様々な放出源や吸収源、大気中の化学反応に加え、気

候予測などについての定量的な理解が必要である。GAW 

計画に基づく観測成果は、これらのガス及び他の長寿命温

室効果ガスの収支を解明する上で役に立つ重要な情報を

提供している。これらは温室効果ガスの排出量推定の改善

と衛星から求めた長寿命温室効果ガスの気柱平均値を評

価するためにますます利用される機会が増えている。統合

全球温室効果ガス情報システム（IG3IS）は、国[21]や特に

都市のレベル[22]で温室効果ガスの放出源及び吸収源に

ついての更なる知見をもたらす。 

NOAA 年次温室効果ガス指標（AGGI）では、1990 年以降

全ての長寿命温室効果ガスによる放射強制力の合計の増

加を評価している[17]。AGGI は 2025 年には 1.56 となり、放

射強制力（4）の合計は、1990 年以降 2025 年までに 56%、

2024 年からは 1.2%増加した（図 1）。工業化以前からの世界

全体の放射強制力の増加量に対する主要な長寿命温室効

果ガスの相対的な寄与を図 3 に示す。 

表 GAW 温室効果ガス観測ネットワークによる主な温室
効果ガスの地上の世界平均濃度（2025年）と増加
量。単位は乾燥空気中の濃度で誤差幅は68%の信
頼限界による。平均手法は[19, 20]に記載されてい
る。 

CO2 CH4 N2O 

世界平均濃度（2025 年） 
426.8±0.2 

ppm 
1948±2 

ppb 
339.1±0.1 

ppb 

1750 年と比較した存在比 a 153 % 267 % 126 % 

2024 年から 2025 年までの 

増加量 
2.8 ppm 6 ppb 1.1 ppb 

2024 年からの増加分の比率 0.66 % 0.31 % 0.33 % 

世界平均濃度の最近 10 年

間の平均年増加量 

2.63 

ppm/年 

10.2 

ppb/年 

1.08 

ppb/年 

 a 工業化以前の濃度を、CO2は 278.3 ppm、CH4は729.2 ppb、N2O
は 270.1 ppb とした。 本解析に使用した観測点数は、CO2（180地
点）、CH4（172地点）、N2O（124地点）。 

二酸化炭素（CO2） 

二酸化炭素は、最も重要な大気中の人為起源温室効果

ガスであり、長寿命の温室効果ガスによる放射強制力の約

66%（4）を占めている。また最近10年間の放射強制力の増加

のうちの約83%（4）が二酸化炭素によるものである。工業化

以前の大気中の二酸化炭素濃度は、大気、海洋及び陸上

生物圏の間の炭素交換のバランスを反映して278.3 ppmで

あった。2025年の二酸化炭素の世界平均濃度は426.8±0.2 

ppmとなった（図4（a））。また、工業化以前の値に比べて53%

の増加となった。2024年から2025年にかけての年平均濃度

の増加量は 2.8 ppmであり、2023年から2024年に記録され

た過去最大の増加量3.6 ppmより小さかったものの、過去10

年間の平均増加率（2.63 ppm/年）をわずかに上回った（図4

（b））。2024年から2025年にかけての増加率が前年と比較し

てより穏やかであったのは、陸域炭素吸収源の回復及び

2025年における森林火災由来の炭素排出量の減少を反映

している可能性が高い。しかしながら、年間2.8 ppmの増加

は依然として大気への炭素の大幅な追加を意味しており、

化石燃料燃焼による大量の排出が継続していることに加

え、2024年のエルニーニョ現象の影響が残る時期において

も生物圏による炭素吸収が十分には回復していないことを

示している。2015年から2024年までの期間における人為起

源排出量全体のうち、約50%が大気中に蓄積し、約29%が海

洋に吸収され、約21%が陸域に吸収された。また、炭素収支

の不均衡はほぼゼロ（0.1%、0.1 GtC/年未満）であった

図 3 工業化以前から 2025 年までの世界全体の放射強制力
の増加量に対する主要な長寿命温室効果ガスの寄与[17]。 
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一酸化二窒素（N2O） 

一酸化二窒素の放射強制力は、長寿命の温室効果ガス

全体の約6%(4)を占め、それらのうちで3番目に大きな寄与が

ある。一酸化二窒素は自然起源（約65%）と人為起源（約

35%）の両方から排出され、それらは海洋、土壌、バイオマ

ス燃焼、肥料の使用及び各種工業過程を含んでいる[25]。

一酸化二窒素の2025年の世界平均濃度は339.1±0.1 ppb

であり、前年から1.1 ppb増加して（図6（a）、図6（b））、工業

化以前（270.1 ppb）の126%となった。2024年から2025年まで

の増加量は、2023年から2024年までの増加量と同値で、最

近10年間の平均年増加量（1.08 ppb/年）に近い値となっ

た。農地への窒素施肥が主な原因である全世界の一酸化

二窒素の人為的排出量は、過去40年間で30%増加し年間の

窒素量で7.3（4.2～11.4） Tg N/年となった。この増加が、大

気中一酸化二窒素の蓄積の増加の主な原因となった[26]。

図 5 メタンの 1984 年から 2025 年までの（a）世界平均濃
度と（b）その一年あたりの増加量。（b）の塗りつぶし棒グラ
フは前年からの年平均値の濃度差。（a）の赤線は季節変
動を除いた月平均値、線で結んだ青点は月平均値を表
す。この解析に使用した観測点は 172 地点。

［23］。化石燃料の燃焼によって排出された二酸化炭素のう

ち、大気中に残留する割合（大気残留率（AF））は、（主に陸

域の）二酸化炭素吸収源の大きな自然変動によって年々変

動するが、大気残留率の長期的な変化傾向を示す証拠は

ほとんどない（WMO温室効果ガス年報第17号（気象庁訳）

の表紙特集記事も参照）。 

メタン（CH4）

メタンによる放射強制力は、長寿命の温室効果ガス全体

の約16%（4）を占める。大気中に放出されるメタンの約35%は

自然起源（湿地やシロアリなど）であり、残りの約65%が人為

起源（畜産、稲作、化石燃料採掘、埋め立て、バイオマス燃

焼など）である[24]。現場観測に基づいたメタンの2025年の

世界平均濃度は、解析開始以来の最高値を更新する

1948±2 ppbであり、前年から6 ppb増加した（図5（a））。この

増加は、2023年から2024年までの増加量（8 ppb/年）と最近

10年間の平均年増加量（10.2 ppb）の両方より小さい。年増

加量は、1980年代後半の約12 ppb/年から減少し、1999年

から2006年の間はほぼゼロとなった（図5（b））。2007年以

降、大気中メタン濃度は再増加している。大気中メタン濃度

は2025年に工業化以前（729.2 ppb）の267%に達した。二酸

化炭素とは異なり、全球規模で見ると、メタンの人為的発生

源は化石燃料関連の排出が大半を占めているわけではな

く、農業や廃棄物による発生源が重要な役割を果たしてい

ることに留意する必要がある。GAWのメタン観測結果を用

図 6 一酸化二窒素の 1984 年から 2025 年までの（a）世界
平均濃度と（b）その一年あたりの増加量。（b）の塗りつぶし
棒グラフは前年からの年平均値の濃度差。（a）の赤線は季
節変動を除いた月平均値で、月平均値を表す青点と重なっ
ている。この解析に使用した観測点は 124 地点。 

いた研究によれば、熱帯の湿地からのメタン放出増加と北

半球中緯度での人為的発生源からのメタン放出増加が

2007年以降の増加の主な原因である可能性が高い（WMO 

温室効果ガス年報第20号（気象庁訳）を参照）。メタンの排

出源と吸収源の特定に利用される同位体解析については、

本年報の挿入記事概要で紹介している。 
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図 7 六フッ化硫黄（SF₆）及び主要なハロカーボン類の月
平均濃度。(a) SF₆及び比較的濃度の低いハロカーボン
類、(b) 比較的濃度の高いハロカーボン類を示す。解析に
使用した観測地点数は、それぞれ以下のとおりである。
SF₆（93）、CFC-11（26）、CFC-12（28）、CFC-113（23）、
CCl₄（25）、CH₃CCl₃（26）、HCFC-141b（12）、HCFC-142b
（16）、HCFC-22（16）、HFC-134a（12）、HFC-152a（12）。

他の温室効果ガス 

成層圏のオゾンを破壊するクロロフルオロカーボン類

（CFCs）は、オゾン層を破壊する物質に関するモントリオー

ル議定書によって規制されており、その他の微量なハロゲ

ン化ガスと合わせて、長寿命の温室効果ガス（LLGHGs）に

よる放射強制力全体の約12%(4)を占める。大気中のクロロフ

ルオロカーボン類及びほとんどのハロン類は減少している

（図7（b））一方で、同じく強力な温室効果ガスであるハイドロ

クロロフルオロカーボン類（HCFCs）及びハイドロフルオロカ

ーボン類（HFCs）の一部は、現在も存在量は少ないものの

（ppt(5)レベル）、比較的急速に増加している。六フッ化硫黄

（SF₆）も同様に存在量は少ないが、極めて強力な長寿命の

温室効果ガスであり、化学工業で生産され、主に電力供給

設備における電気絶縁用途に使用されている。その濃度は

ほぼ一定の割合で増加しており、現在では1990年代半ばに

観測された水準の3倍を超えている（図7(a)）。

本年報は主に長寿命温室効果ガスを取り扱う。比較的短

寿命の対流圏オゾンは、ハロカーボン類に匹敵する放射強

制力を持つ[27]。しかし、寿命が短いため、水平及び鉛直方

向の変動が非常に大きく、図2に示すような観測ネットワー

クでは世界平均値を十分に把握することが困難である。一

酸化炭素（CO）、窒素酸化物及び揮発性有機化合物などの

多くの大気汚染物質は、温室効果ガスとはみなされないも

のの、放射強制力に対して直接的又は間接的な影響を及

表紙特集記事概要 

人為起源の温室効果ガスの大気中濃度の増加は、引き

続き全球的な気候の変化を引き起こしており、直近11年間

は観測史上最も暖かい11年間となった[1]。地表付近の二

酸化炭素及びメタン濃度の増加は、地球の気候における放

射強制力の変化を支配する主な要因である。各国が脱炭

素化に向けてエネルギーシステムの対応を取り組む中、発

電及び送配電と密接に関連する微量気体である六フッ化硫

黄（SF₆）と分子状水素（H₂）に注意を払う必要がある。 

六フッ化硫黄は主に送配電設備において火花や放電を

防ぐ用途に使用され、世界的な電化の進展に伴って大気中

濃度が上昇している。大気中寿命は最大で3,200年で、100

年積算の地球温暖化係数（GWP）はCO₂の約24,300倍と、既

知の温室効果ガスの中で最も高い[5]。世界平均濃度は

1995年の3.5 ppt（5）から2025年には12.24 pptへと継続的か

つ加速度的に増加し、この30年間で249%増加した。この増

加は、世界各地における発電量の増加と並行している。六

フッ化硫黄のほぼすべては人為起源であり、高圧開閉装置

（電力設備の電流を制御・遮断する装置）における電気絶

縁用途が主な排出源である[6]。唯一の重要な吸収過程は

中間圏における光化学的分解であり[8]、現在排出される六

フッ化硫黄は今後数千年にわたり放射強制力の増加に寄

与し続ける。一方、近年開発されている代替ガスのGWPは

六フッ化硫黄と比べて98%低く[10]、導入が期待されている。

しかし既に電力設備などに充填されている六フッ化硫黄

は、将来的に排出源となり得る重大な潜在的気候リスクで

ある。

水素は、製鉄、海運、長期エネルギー貯蔵など脱炭素化

が困難な分野におけるエネルギー貯蔵媒体として利用され

るほか、再生可能エネルギーや輸送のためのエネルギー

源としても利用されている[11]。しかし、製造設備、パイプラ

イン、貯蔵タンク、燃料電池などからの漏出への懸念が高

まっている[12]。水素自体は温室効果ガスではないが、大

気の主要な浄化作用を担うヒドロキシルラジカル（OH）と反

応することで、大気の酸化能力を低下させる可能性があ

る。その結果、メタンの大気中寿命が延びるほか、対流圏

オゾンの生成促進や成層圏水蒸気の増加を通じて間接的

に放射強制力をもたらす[13, 14]。

水素の世界平均濃度は2010年の532 ppbから2024年に

は560 ppbへ増加し、5.3%の増加に相当する。全球の水素収

支では、メタン及び非メタン揮発性有機化合物（NMVOC）の

酸化による化学生成と、化石燃料燃焼などに伴う直接排出

が主な発生源であり、土壌吸収が主要な吸収源である

[13]。長期的な増加傾向は、大気中メタン濃度の上昇と直

接排出量の増加を反映している。水素が期待される気候変

動緩和効果を発揮するためには、大気中への漏出を最小

限に抑える必要がある[15]。

ぼしている。エーロゾル（大気中に浮遊する粒子状物質）も

放射収支に影響を及ぼす短寿命の物質である。本年報で

取り上げたすべての気体に加え、エーロゾルは、WMOの構

成員及び協力ネットワークの支援の下、GAW計画により監

視されている。 
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挿入記事概要 

大気中メタンの安定炭素同位体比の特異な変動が、これま

で捉えられなかった発生源・吸収源の変化を示す 

大気中のメタン分子（CH4）は原子レベルで多くの情報を

含んでおり、微生物起源、化石燃料起源及びバイオマス燃

焼起源のメタンは、それぞれ体系的に異なる同位体比を持

つ。また、ヒドロキシル（OH）ラジカル、土壌、成層圏及び海

洋由来の塩素との反応によるメタンの除去過程も、大気中

に残留するメタンの同位体組成を変化させる。そのため、大

気中で観測される安定同位体比（δ13C-CH4）には、全球的

な発生源・吸収源過程が統合的に反映されており、発生源

や吸収源の強度変化を読み解くことができる[28, 29]。 

δ13C-CH4は、メタン濃度とともに約30年にわたりWMO-

GAW観測ネットワークで監視されている。メタン濃度とδ
13C-CH4は1999年まではともに上昇し、その後2006年まで

は停滞した。2007年以降はメタン濃度が上昇する一方で、

δ13C-CH4は継続的に低下した。湿地や農業に由来する微

生物起源メタン放出の加速が、この濃度上昇とδ13C-CH4

低下を説明する最も可能性の高い要因である[28, 29, 30, 

31, 32]。 

しかし、最近の観測ではδ13C-CH4が2023年中盤から

2024年末にかけて明確な上昇を示した。一方でメタン濃度

は引き続き増加したものの、2023年から2024年の増加率は

8 ppb/年と、2020年から2022年の15 ppb/年という記録的増

加率より小さかった。メタン濃度とδ13C-CH4の従来とは異

なる変動関係は約2年間継続し、δ13C-CH4が2025年に再

び低下し始めるまで続いた。このδ13C-CH4の特異な変動

は、メタン濃度観測だけでは把握できない発生源・吸収源

変化を検出できるという、メタン同位体観測の独自の価値を

示している。 

どのような発生源や吸収源がδ13C-CH4の特異な変動を引

き起こすのだろうか？ 

観測されたδ13C-CH4の特異な変動は、バイオマス燃焼

に由来するメタン放出の増加によって引き起こされた可能

性が最も高い。バイオマス燃焼はδ13C-CH4をより正の方

向へ変化させる一方で、全球メタン濃度への影響は比較的

小さい[33]。この解釈は、2023年及び2024年に北アメリカや

アマゾンで記録的な林野火災が発生したこととも整合的で

ある[34, 35]。これらの火災をもたらした記録的な高温・乾燥

条件は、湿地からの微生物起源メタン放出を減少させた 

六フッ化硫黄は、産業活動に由来する長寿命温室効果

ガスが一度放出されると元に戻すことができず蓄積すると

いう課題を示している。一方、水素はエネルギーキャリアと

して利用される気体がもたらす潜在的な間接的気候影響を

示している。水素の漏出と六フッ化硫黄の長期残存性はい

ずれも、エネルギー転換によって期待される気候変動緩和

効果を損なう可能性のあるリスクである。こうした変化を検

出し、その実態を理解するとともに未然に防ぐためには、地

球大気組成の継続的な監視が不可欠である。WMOは全球

大気監視（GAW）計画を通じて全球観測を調整し、高品質で

持続的な観測を支えている。 

[36]。これはδ13C-CH4の上昇とメタン増加率の低下の両方

を説明できる。一方、化石燃料起源排出量は2023年から

2024年にかけて大きく変化しておらず[37]、またOHラジカル

の回復もδ13C-CH4に十分な影響を及ぼさないことから

[40]、これらが主要因である可能性は低い。したがって、こ

のδ13C-CH4の特異な変動は、主としてバイオマス燃焼の

増加と湿地からの微生物起源メタン放出のわずかな減少に

よって引き起こされた可能性が高い[41, 42, 43]。 

メタン動態を理解する上での同位体観測の重要性 

メタン排出量の変化を追跡することは気候変動緩和を進

める上で不可欠であり、特に近年は化石燃料起源メタン排

出の削減が政策上重視されている。大気中メタンの同位体

観測は、濃度観測だけでは捉えることのできない発生源・

吸収源の変化を検出し、緩和策の効果検証、自然変動の

監視、さらには気候変動フィードバックの早期検出に重要な

役割を果たす。WMO-GAW観測ネットワークに参加する研

究機関は高品質なメタン同位体データを提供しており、この

データは全球メタン収支の変化を定量的に解析する上で極

めて有用である[24, 49, 32]。今回観測されたδ13C-CH4の

特異な変動は、メタン同位体観測の疑う余地のない価値と

解析力を示している。 

https://library.wmo.int/idurl/4/69756
https://gaw.kishou.go.jp/
http://gawsis.meteoswiss.ch/
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（注釈） 
（1） 二酸化炭素や他の（温室効果）ガスの大気中の存在量に使

用される科学的により正確な用語は、乾燥空気1モル当たり

の当該ガスのモル数として表される乾燥空気モル分率であ

り、多くの場合ppm又はppb（乾燥空気分子100万個又は10億

個中の当該ガスの分子数）の単位で表現される。ただし、温

室効果ガス年報では、一般読者の混乱を避けるため、より一

般的な用語である濃度を使用する。 
（2） ppmは乾燥空気分子100万個（10⁶個）中の当該ガスの分子数

を表す単位。 
（3） ppbは乾燥空気分子10億個（109個）中の当該ガスの分子数を

表す単位。 
（4） ここでいう割合は、1750年以降に長寿命温室効果ガス全体に

よって引き起こされた全球放射強制力の増加に対する、当該

ガスの寄与割合として計算されたものである。放射強制力と

は、成層圏温度が速やかに調整された後において、工業化

以前（1750年）以降の温室効果ガス量の増加によって生じる

地球のエネルギー収支の変化をいう。「有効」放射強制力に

は、対流圏の速い調整も含まれる。IPCC第6次評価報告書第

1作業部会報告書で用いられている排出量ベースの放射強制

力には、他の大気成分に影響を及ぼすメタンの大気化学に起

因する推定間接効果が含まれているのに対し、ここで示した

値は、メタン及び二酸化炭素の直接的な放射強制力のみを

考慮したものであることに注意されたい。 
（5） pptは乾燥空気分子1兆個（1012個）中の当該ガスの分子数を

表す単位。 
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